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○ 本県では、2014年に地域医療構想を策定し、その実現に向けた取組を進めてきたところであり、
現時点で、公立・公的20病院のうち18病院について、
2025年に向けた「具体的対応方針」が合意された。

○ ９月26日、国において、「地域医療構想に関するワーキンググループ」が開催され、
厚生労働省は、地域医療構想調整会議の議論を活性化させるために、

公立・公的医療機関等の診療実績データ分析の結果を、個別の病院名を明らかにして示した。

○ なお、今回の取組みについては、「医療機関そのものの統廃合や医療機関が担うべき役割等を

機械的に決めるもの」ではないとされている。

○ また、「具体的対応方針」の再検証については、

その選択肢が医療機関の統廃合に限られるものではなく、

・医療の効率化の観点から、ダウンサイジングや機能の分化・連携、集約化

・医療提供を不足なく行うという観点から、機能転換・連携

等を含めて、検討を進めることが重要であるとされている。

○ 県は、各医療機関の「具体的対応方針」の再検証について、

2019年度中（再編統合を伴う場合は2020年９月）に、
地域医療構想調整会議において結論を得るよう求められている。

○ 地域医療構想調整会議においては、今回の分析結果だけではなく、

各地域や医療機関の実情を踏まえた上で、議論を行うことができるように、

県として、関係者との調整を進めていく。
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具体的対応方針の再検証に関する
これまでの議論の整理について

第 2 3 回 地 域 医 療 構 想 に 関 す る W G

令 和 元 年 9 月 ６ 日

（２０１９年）
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経緯
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経緯

○ 地域医療構想調整会議において２年間程度で集中的な検討を進めることと
した中で、特に公立・公的医療機関等に対しては、それぞれ「新公立病院改
革プラン」「公的医療機関等２０２５プラン」を策定し、民間医療機関との
役割分担を踏まえ、公立・公的医療機関等でなければ担えない分野へ重点化
された具体的対応方針であるか確認することを求めた。

○ また、前回までの本WGにおいて、「具体的対応方針の検証に向けた議論の
整理（たたき台）」について議論を行ってきた。

○ その中で、具体的対応方針の検証方法としては、厚生労働省において、診
療実績等の一定の指標を設定し各構想区域の医療提供体制の現状について分
析を行った上で、一定の基準に合致した場合は、厚生労働省から都道府県に
対して、これまでの具体的対応方針に関する合意内容が、真に地域医療構想
の実現に沿ったものとなっているか、地域医療構想調整会議において改めて
検証するよう要請することとしている。

第22回地域医療構想に関するWG
（令和元年６月21日） 資料１

（一部改変）
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地域医療構想の実現に向けたこれまでの取組について
１．これまでの取り組み

○ これまで、2017年度、2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立・公的医療機関等
においては地域の民間医療機関では担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能を
見直し、これを達成するための再編統合の議論を進めるように要請した。

○ 公立・公的医療機関等でなければ担えない機能として、「新公立病院改革ガイドライン」や
「経済財政運営と改革の基本方針2018」においてはそれぞれ、
ア 高度急性期・急性期機能や不採算部門、過疎地等の医療提供等
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・

先進医療の提供
オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能
が挙げられている。

○ 2018年度末までに全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針が地域医療構想
調整会議で合意されるよう取組を推進。

公立・公的医療機関等に関する議論の状況

議論継続中

（病床ベース）

新公立病院改革
プラン対象病院

公的医療機関等2025
プラン対象病院

機能分化連携のイメージ（奈良県南和構想区域）

医療機能が低下している３つの救急病院を１つの救急病院（急性期）
と２つの回復期／慢性期病院に再編し、ダウンサイジング

機能再編
+

ダウンサイジング

急性期275床

急性期199床

急性期98床

急性期232床

回復期／慢性期90床

回復期／慢性期96床

418床
(▲154床）

572床

医師数
年間救急車受入件数

48.4人

2,086件 4,104件（1.97倍）

60.8人（1.26倍）

（３病院計）

機能集約化により医師一人当たりの救急受入件数が増え、地域全体の医
療機能の強化、効率化が促進された

地域医療構想の実現のための推進策

2019年３月末

○ 病床機能報告における定量的基準の導入

（36都道府県、79名（平成31年３月））

・調整会議における議論の支援、ファシリテート
・都道府県が行うデータ分析の支援 等

手術、重症患者に対
する治療等の実績が
全くない病棟

3.6万床

【2018～】基準の導入により、

高度急性期・急性期の選択不可

【従前】
高度急性期

急性期 （2017）

2018年10月からの病床機能報
告において診療実績に着目し
た報告がなされるよう定量的
基準を明確化し、実績のない
高度急性期・急性期病棟を適
正化

○ 2018年６月より地域医療構想アドバイザーを任命

○ 2018年６月より都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置

合意済み

95%

議論継続中 5% 2%

合意済み

98%

○ 介護医療院を創設し、介護療養・医療療養病床からの転換を促進

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日）

資料１－１
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医政局地域医療計画課調べ（精査中）

公立病院・公的医療機関等の具体的対応方針の集計結果

9,937 8,637 
14,312 20,162 

114,785 108,568 

35,389 36,253 

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

公立病院

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

ｰ 6,217床
(-5.4%)

+ 5,850床
(+40.9%)
-1,300床
(-13.1%)

※１ 具体的対応方針策定前の病床数として、2017年度病床機能報告を用いた。
※２ 合意に至っていない公立病院・公的医療機関等の病床数は除いて集計。

23,617 23,240 
18,710 24,555 

151,822 150,868 

108,144 104,632 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

公的医療機関等

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

302,293床 + 1 , 0 0 2 床

ｰ 3,512床
(-3.2%)

ｰ 954床
(-0.6%)

+ 5,845床
(+31.2%)
ｰ 377床
(-1.6%)

174,423床 173,620床 303,295床

+ 864床
(+2.4%)

ｰ 803床

○ 高度急性期・急性期病床の削減は数％に留まり、「急性期」からの転換が進んでいない。
○ トータルの病床数は横ばい。
→ 具体的対応方針の合意内容が地域医療構想の実現に沿ったものになっていないのではないか。

2017年度の病床機能報告と具体的対応方針（2025年度見込）の比較 （参考）構想区域ごとの状況

病床数が減少する合意を
行った構想区域数

公立分 113 区域
公的等分 115 区域
民間分 131 区域

2017年度 2017年度2025年見込み 2025年見込み

○ 2015年度病床数と2025年の病床の必要量を比較すると、「高度急性期+急性期+回復期」の全国の病床数合計
は、89.6万床→90.7万床と増加する。

○ 公立病院・公的医療機関等の病床のうち、93％※は、高度急性期・急性期・回復期であり、具体的対応方針における
2025年のトータルの病床数見込みの評価は慎重に行う必要がある。
※2015年度ベース

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日）

資料１－１
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2040年に向けて人材不足等の新たな課題に対応するため、地域医療構想の実現に向けた取組、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革
を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革を実施する。
地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分析を行い、具体的対応方

針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったもの
となるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として
2019年度中（※）に対応方針の見直しを求める。民間医療機関についても、2025年における地域医療構想の実現に沿ったものとなるよう
対応方針の策定を改めて求めるとともに、地域医療構想調整会議における議論を促す。こうした取組によっても病床の機能分化・連携が進
まない場合には、2020年度に実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り方について検討し、できる限り早期に所要の措置を講ずる。地
域医療介護総合確保基金の配分（基金創設前から存在している事業も含む）における大幅なメリハリ付けの仕組みや国が主導する実効的な
ＰＤＣＡサイクルを構築するとともに、成果の検証等を踏まえ、真に地域医療構想の実現に資するものとする観点から必要な場合には、消
費税財源を活用した病床のダウンサイジング支援の追加的方策を講ずる。病床の転換や介護医療院への移行等が着実に進むよう、地域医療
介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの検証
を行い、必要な対応を検討する。 ※医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも2020年秋ごろまで。

地域医療構想の実現に向けて地域ごとの「地域医療構想調整会議」での具体的議論を促進する。病床の役割分担を進めるためデータを国
から提供し、個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する。これに
向けて、介護施設や在宅医療等の提供体制の整備と整合的な慢性期機能の再編のための地域における議論の進め方を速やかに検討する。こ
のような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよう、権限の在り方
について、速やかに関係審議会等において検討を進める。また、地域医療介護総合確保基金について、具体的な事業計画を策定した都道府
県に対し、重点的に配分する。

【経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年６月９日閣議決定）［抜粋］】

地域医療構想の実現に向けた個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針について、昨年度に続いて集中的な検討を促し、2018
年度中の策定を促進する。公立・公的医療機関については、地域の医療需要等を踏まえつつ、地域の民間医療機関では担うことができない
高度急性期・急性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を見直し、これを達成するための再編・統合の議
論を進める。 このような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよ
う、権限の在り方について、速やかに関係審議会等において検討を進める。病床の転換や介護医療院への移行などが着実に進むよう、地域
医療介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの
検証を行い、必要な対応を検討するとともに、病床のダウンサイジング支援の追加的方策を検討する。

【経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）［抜粋］】

【経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）［抜粋］】
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地域医療構想の実現に向けたさらなる取組について

分析項目ごとに診療実績等の一定の指標を設定し、当該医療機関でなければ担えないものに重点化されているか分析する。
重点化が不十分な場合、他の医療機関による代替可能性があるとする。
A 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
B 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接
している。

２．今後の取り組み
-合意形成された具体的対応方針の検証と構想の実現に向けた更なる対策

○ 2019年年央までに各医療機関の診療実績データを分析し、公立・公的医療機関等の役割が当該医療機関でなければ
担えないものに重点化されているか、合意された具体的対応方針を検証し、地域医療構想の実現に必要な協議を促進。

○ 今後、2019年年央までに、全ての医療機関の診療実績データ分析を完了し、「診療実績が少ない」または「診療実績が類似してい
る」と位置付けられた公立・公的医療機関等に対して、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえつつ、医師
の働き方改革の方向性も加味して、当該医療機能の他の医療機関への統合や他の病院との再編統合について、地域医療構想調整会議で
協議し改めて合意を得るように要請する予定。

分析内容

分析のイメージ

類似の診療実績

診療実績が少ない

A
病
院

B
病
院

C
病
院

D
病
院

①診療実績のデータ分析
（領域等（例：がん、救急等）ごと）

民間

公立・公的等

②地理的条件の確認

A
B

C D

類似の診療実績がある場合のう
ち、近接している場合を確認

③分析結果を踏まえた地域医療
構想調整会議における検証

同一構想区域

近接 遠隔

①及び②により
「代替可能性あり」
とされた公立・公的
医療機関等

地域医療構想調整会議

医療機関の診療実績や
将来の医療需要の動向等を踏まえ、
医師の働き方改革の方向性も加味して、
○ 代替可能性のある機能の他の医療機関
への統合

○ 病院の再編統合
について具体的な協議・再度の合意を要請

平成31年
4月24日

第66回 社会保障
審議会医療部会

資料１-２
（一部改変）
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具体的対応方針の検証について

○ 厚生労働省は診療実績が少ない医療機関や、他の医療機関と競合している医療機関を明らかにすることを目的と
して、2019年年央までに、各医療機関の診療実績について、

Ａ 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
Ｂ 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互い
の所在地が近接している。

のいずれかの要件を満たす分析項目について「代替可能性がある（注）」とし、その結果を都道府県に提供する。

具体的対応方針の検証の対象について

○ 特に、今回、具体的対応方針の再検証の対象となる公立・公的医療機関等について、分析の結果から、
・１つ以上の分析項目において、「代替可能性がある」とされた医療機関を、「他の医療機関による役割の代替可
能性がある公立・公的医療機関等」、

・「他の医療機関による役割の代替可能性がある公立・公的医療機関等」のうち、大半の分析項目について「代替
可能性がある」とされた医療機関を、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公立・公的医療機関等」、

として位置づけることとする。

○ なお、全く診療実績のない分析項目については、「代替可能性がある」とはしていないが、大半の分析項目に
ついて、全く診療実績がない場合（注）は、医療機関として 公立・公的医療機関等でなければ担えない役割に重
点化できていないと考えられることから、そのような場合は、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公
立・公的医療機関等」として考えることとする。

注： 全く診療実績がない項目と「代替可能性がある」項目のいずれかが大半となる場合も含む。

注： ある分析項目について「A 各分析項目について、診療実績が特に少ない」という要件に該当するが、当該構想区域内に当該診
療行為を行っている医療機関が他にない場合、ただちに代替する医療機関があるとは言えないものではあるが、患者の流出入を勘案
しながら、隣接する構想区域の医療機関の実績等も踏まえ、代替可能性等を確認することも考えられることから、「代替可能性があ
る」と評価することとする。

令和元年
6月21日

第21回 地域医療
構想に関するWG

資料１
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具体的対応方針の再検証の
基本的な考え方と分析手法について

のこれまでの議論
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地域医療構想の進め方に関する基本的な考え方①

■ 地域医療構想の実現に向けては、足下の４機能別の病床数と将来の病床数の必
要量とを機械的に比較し、その過不足のみに着目し議論を進めるのではなく、診療
実績等の詳細なデータにも着目した上で、住民に必要な医療を、質が高く効率的な
形で不足なく提供できるかという視点の議論が不可欠。

■ 地域の実情は、地域の関係者にしか分かりえない側面はあるものの、各構想区域
の地域医療構想調整会議における議論が、病床数の多寡のみに固執した機械的で
形骸化された議論が繰り返されることのないよう注意を促す観点から、厚生労働省に
おいて、診療実績等の一定の指標を設定し、各構想区域の医療提供体制の現状に
ついて分析を行うこととする。

※ 第21回地域医療構想に関するWG（令和元年５月16日）資料２「具体的対応方針の
検証に向けた議論の整理（たたき台）より抜粋
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地域医療構想の進め方に関する基本的な考え方②

■ 厚生労働省による分析方法は、これまで各構想区域で優先的に議論を進めてきた
公立・公的医療機関等の役割が、当該医療機関でなければ担えないものに重点化さ
れているか分析するものである。

■ 分析方法は、あくまで現状で把握可能なデータを用いる手法に留まるものであり、
分析結果が、公立・公的医療機関等が将来に向けて担うべき役割や、それに必要な
再編統合、ダウンサイジング等の方向性を機械的に決定するものではない。

※ 第21回地域医療構想に関するWG（令和元年５月16日）資料２「具体的対応方針の
検証に向けた議論の整理（たたき台）より抜粋

■ 各々の公立・公的医療機関等の取組の方向性については、地域医療構想調整会
議において、今回の分析方法による結果を参考としつつ、当該方法だけでは判断し
えない地域の実情に関する知見を補いながら議論を尽くし、合意を得ることが重要で
ある。
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分析の手法について①

■ 「地域医療構想策定ガイドライン」においては、地域医療構想を策定する際には、五疾病（がん、脳卒中、
急性心筋梗塞、糖尿病及び精神疾患）、五事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期
医療及び小児救急医療を含む小児医療）等の医療計画において既に定められた内容を踏まえた地域医
療構想を策定することとされている。

■ 公立・公的医療機関等に期待される役割について、「新公立病院改革ガイドライン」や「経済財政運営と改
革の基本方針2018」においてはそれぞれ、

ア 高度急性期・急性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供

エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・先進医療の提
供

オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能
が挙げられている。

■ 現時点において、公立・公的医療機関等が、これらの期待される役割を果たし、当該医療機関でなければ
担えない機能への重点化が図られているか、特定の診療行為の実績に関するデータ等により分析を行う。

■ 具体的には、「地域医療構想策定ガイドライン」、「新公立病院改革ガイドライン」、「経済財政運営と改革
の基本方針2018」において求められる役割や疾病との関係性を整理した一定の「領域」及び「分析項目」を
設定し、分析項目ごとに病床機能報告のデータを活用して実績を分析することとする。

※ 第21回地域医療構想に関するWG（令和元年５月16日）資料２「具体的対応方針の検証に向
けた議論の整理（たたき台）より抜粋
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分析の手法について②

■ 分析にあたっては、緊急性が高い急性心筋梗塞や脳卒中のような疾患と、必ずしも緊急性が
高くはないがんのような疾患との違いなど、疾患ごとの特性の違いを考慮しながら、分析項目
ごとに個別に診療実績の分析を行うこととする。

■ 分析にあたっては、構想区域内の公立・公的医療機関等と民間医療機関等との関係性のみ
ならず、公立・公的医療機関等同士で役割の代替可能性がないかについても分析を行うことと
する。

■ 「大半の分析項目」の考え方について、「代替可能性がある」とされた項目数によって機械的
に判断するのではなく、各分析項目の特性を十分に考慮することとする。

■ 自らの構想区域の分析結果のみに着目することや、隣接した構想区域と機械的に分析結果
を比較することにより、適切な改善点を見いだせずに、現状追認や数合わせの議論に終始して
しまう恐れがあるとの指摘があることから、厚生労働省において分析結果をわかりやすく可視
化する際には、構想区域の人口規模を勘案し、同様の人口規模の構想区域の状況をとりまと
めて公表する等の対応が必要である。

※ 第21回地域医療構想に関するWG（令和元年５月16日）資料２「具体的対応方針の検証に向
けた議論の整理（たたき台）より抜粋
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分析の手法について③

■ 患者重症度等の患者像に関するデータなど、別紙の分析項目以外のデータであって、地域医
療構想調整会議における協議・検証に資するデータについて、可能な限りわかりやすい分析を
行い都道府県等に提供するよう努めることとする。

■ 地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション病棟において提供する医療は、公立・公的医
療機関等でなくとも担うことが可能であるにも関わらず、多くの公立・公的医療機関が実施して
いるとの指摘があることから、これに関する必要な分析を行い、都道府県等に提供するよう努
めることとする。

※ 第21回地域医療構想に関するWG（令和元年５月16日）資料２「具体的対応方針の検証に向
けた議論の整理（たたき台）より抜粋
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具体的対応方針に係る再検証の
要請等、診療実績データ分析等の活用について

第2４回地域医療構想に関するWG

令 和 元 年 9 月 ２ ６ 日
（２０１９年）

資料

2
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診療実績の分析と再検証の要請の流れ（イメージ）（案）について

医療機関単位の
「診療実績が特に少ない」

※1
の分析

「診療実績が特に少ない」領域が
多数となる公立・公的医療機関等

例）9領域
※2

全て 再検証を要請

（医療機関単位）

領
域
・
項
目
ご
と
に
構
想
区
域

の
類
型
化

【公立・公的医療機関等ごとに集計】

多数の領域で「類似かつ近接」と分析される公立・
公的医療機関等

（例）６領域全て※6

→当該病院に再検証を要請（医療機関単位）
→当該病院が所在する構想区域における医療提供

体制について検証を要請※7 （都道府県へ）

A） 「診療実績が特に少ない」の分析（がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期・災害・へき地・研修・派遣機能の９領域）

B) 「類似かつ近接」の分析

「類似の診療実績」
※4

の分析
＋近接

※5
の分析

（医療機関単位）

「類似の診療実績」
※4

の分析
＋近接

※5
の分析

（医療機関単位）
集約型※3

横並び型※3

（がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期の６領域）

注） 人口100万人以上の構想区域に所在する公立・公的医療機関等
は、類似の状況にある医療機関が多数に及ぶことから別に整理が
必要なため、今回は 「類似かつ近接」に係る再検証は要請せず、今
後、必要な検討を行うこととする。ただし、分析結果は公表する。

※１ 「診療実績が特に少ない」の分析を実施する方法は別紙において詳述する。
※２ 「診療実績が特に少ない」領域には、実績が全く無い領域を含む。

※３ 領域・項目ごとに構想区域を「集約型」、「横並び型」に分類する方法は別紙において詳述する。
※４ 「集約型」及び「横並び型」ごとに「類似の診療実績」の分析を実施する方法は別紙において詳述する。
※５ 医療機関同士の近接について判断する方法は別紙において詳述する
※６ 実績が全く無い領域も「類似かつ近接」に準じて合計する。
※７ 都道府県に対し、検証を要請する内容については、別紙において詳述する。

注） 人口100万人以上の構想区域も含む。

1

令和元年
9月6日

第23回 地域医療
構想に関するWG

資料２

17



2

①公立・公的医療機関等に求める再検証の内容について

○ 具体的対応方針の記載事項は、従前から以下の２点としており、今回の具体的対応方針の
再検証により、①及び②の見直しの検討が必要となる。

① 2025年を見据えた構想区域において担うべき医療機関としての役割
② 2025年に持つべき医療機能※1別の病床数

○ なお、具体的対応方針の再検証に必要とされる公立・公的医療機関等や地域における詳
細な検討プロセスに係る論点等は、別途整理し、提示する予定であるが、 ①及び②の見直
しについては、少なくとも当該医療機関における

・分析項目等に係る診療科の増減やそれぞれの診療科で提供する内容（手術を提供する
か等）の変更

・前項の検討に伴って、医師や医療専門職等の配置

等についての検討が必要になると想定される。

○ その際、構想区域の今後の人口構成の変化や、それに伴う医療需要の変化も踏まえる必
要がある。

○ これらの検討結果を踏まえ、

・①の見直し例として、「周産期医療を他医療機関に移管」、「夜間救急受け入れの中止」等

・②の見直し例として、「一部の病床を減少（ダウンサイジング）」、「（高度）急性期機能から
の転換」

等の対応※2が考えられる。
※2 例えば、A病院の消化器がん機能の手術機能をB病院に移管とし、A病院は、５０床（1病棟）を削減（ダウンサイジング）するとする。

⇒具体的対応方針としては、A病院の病床のうち、急性期病床50床の減少が報告される。

（※1 高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４つの医療機能のこと）

令和元年
9月6日

第23回 地域医療
構想に関するWG

資料２
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3

具体的対応方針の再検証の要請について

○ 今回実施した診療実績データの分析結果を踏まえて、各公立・公的医療機関等において、各構想区域の人
口推計、将来の医療需要の変化などと併せて、地域の実情および必要に応じて、構想区域内での各医療機関
の役割を見直すことなどを通して、具体的対応方針の見直し、確認を行うことが適切である。

○ 特に、今回、一部の領域においては「診療実績が特に少ない」ことや「類似かつ近接」と分析される公立・公
的医療機関等が明らかとなることがあるため、公立・公的医療機関等に対しては、診療実績データの分析の結
果、再検証の要請の対象ではないが、これらの「診療実績が特に少ない」ことや「類似かつ近接」と分析された
領域について、地域の実情に応じて、具体的対応方針の見直しの必要性を検討するよう求めることとする。

○ その上で、対象となる全ての領域（※）で「診療実績が特に少ない」もしくは「類似かつ近接」とされた医療機
関に対して具体的対応方針の再検証を要請することとする。

・ この際、上記医療機関に対しては、診療実績の分析結果を踏まえて、原則、具体的対応方針を変更す
ることを前提に、具体的対応方針の再検証を要請することとし、その再検証の結果については、地域医療
構想調整会議において協議の上で合意を得ることを求めることとする。

・ ただし、例えば、近隣に医療機関がない場合で、診療実績の分析対象となっていない医療の提供が地
域にとって重要である場合や、ダウンサイジング等の一定の対応をとることで既に合意されているような
場合など、具体的対応方針の変更を検討する際に特に留意が必要な事項がある場合は、これらの点に
ついて、地域医療構想調整会議において、明示的なかつ丁寧な議論を行うことが重要である。

「診療実績が特に少ない」の分析の対象：がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期・災害・へき地・研修・派遣機能の９領域の全て
「類似かつ近接」の分析の対象：がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期の６領域の全て

※
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4

公立・公的医療機関等に求める議論について②

○ なお、いくつかの領域において「診療実績が特に少ない」又は、「類似かつ近接」に該当しているの
にも関わらず、2019年3月末までに策定・合意された具体的対応方針において機能や病床数の変更
を行っていない医療機関に対しては、対応が必要と考えられる。

○ そのため、 2019年3月末までに策定・合意された具体的対応方針が、現状追認（※）となっている
ような医療機関に対しても具体的対応方針についての議論を求めることとする。

・ ただし、具体的対応方針が現状追認となっている場合であっても、近隣に医療機関がない場
合で、診療実績の分析対象となっていない医療の提供が地域にとって重要である場合など、具
体的対応方針の変更を検討する際に特に留意が必要な事項がある場合は、これらの点につい
て、地域医療構想調整会議において、明示的なかつ丁寧な議論を行うことが重要である。

・ 具体的対応方針の変更を行う場合には、地域医療調整会議で合意を得ることを求めることと
する。

※ 2025年時点における機能と病床数、担う役割等（具体的対応方針）が、現在の機能と病床数、担っている役割等について大きな変更
がない場合、もしくは具体的対応方針における病床数が現在の病床数よりも多い場合を、「現状追認」とする。
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②構想区域全体に求める検証の内容について

○ 「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機関」を有する構想区域については、
・当該医療機関と類似の実績を有する他の医療機関が領域ごとに異なること

・そのため、機能連携や機能再編等の相手方の医療機関が領域ごとに異なることや複数
の医療機関にわたること

等が予想される。

○ そのため、 「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機関」を有する構想区域にお
いて、構想区域全体の2025年の医療提供体制について、目指すべき姿（少なくとも、6領域に

ついての医療機関ごとの役割分担等（「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機
関」のあり方も含む））を検証することを都道府県に対して要請してはどうか。

○ 左図の構想区域では、例えば、D及びE医療機関が、「多数の領域で『類似か

つ近接』と分析される医療機関」と考えられるが、これらの医療機関以外に実績
を有するのは下記の医療機関である。

・消化器悪性腫瘍手術では、A,B,C
・心臓カテーテル手術では、B,A
・救急車受け入れでは、B,C,A
・小児入院管理料では、B

○ そのため、領域ごとに、機能連携や機能再編等に関する協議を実施する相手
方が異なる。

○ また、機能再編等を行う際には、その他の医療機関との連携等についても検
討する必要がある。

消化器悪性腫瘍手術

救急車受け入れ

心臓カテーテル手術（急性）

小児入院管理料

5

令和元年
9月6日

第23回 地域医療
構想に関するWG

資料２
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6

公立・公的医療機関等に求める再検証のスケジュールについて

〇 具体的対応方針の再検証の要請を受けた際は、再編統合（ダウンサイジングや、機能の分
化・連携・集約化、機能転換・連携等を含む）について特に議論が必要な公立・公的医療機関
等は、構想区域の他の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえて、協議し、
遅くとも2020年９月末までに結論を得ることとしてはどうか。

〇 この際、公立病院については当該自治体の議会に、公的医療機関等については、該当する
場合はその団体本部に対し、地域医療構想調整会議の協議に諮ることの合意が必要な場合
は、予め得ておくこととしてはどうか。（再検証後の具体的対応方針の内容を議会に承認される
には時間を要する可能性があるため、議会等の承認が必要な場合については、当該承認を得
ることについて、時期はいつでも良い。）

〇 「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機関」を有する構想区域において、構想
区域全体の2025年の医療提供体制について、目指すべき姿を検証することを都道府県に対し
て要請する際には、上記に伴って検討を行い、遅くとも2020年９月末までに地域医療構想調整
会議の結論を得ることとしてはどうか。

〇 一方で、具体的対応方針の再検証において、再編統合（ダウンサイジングや、機能の分化・
連携・集約化、機能転換・連携等を含む）を伴わない場合については、2020年３月末までに結
論を得ることとしてはどうか。
※ 2019年3月末までに策定・合意された具体的対応方針が、現状追認となっているよう

な医療機関に対しても具体的対応方針についての議論を求める際、上記と同様のスケ
ジュールで進めることとしてはどうか。 22



7

再検証における「都道府県単位で設置された地域医療構想調整会議」の
活用等について

〇 具体的対応方針の再検証においては、構想区域単位で地域医療構想調整会議を開催し、
結果について、合意を得ることとなる。

○ しかしながら、地域医療構想調整会議においては、地域の医療提供体制における直接の当
事者も構成員に含まれている場合もあり、地域医療構想に沿った役割分担等ついて、意見を
述べることが困難な事例が存在することが指摘されている。このように、構想区域単位の地域
医療構想調整会議において、議論が尽くせない可能性もあると考えられる。

○ このような指摘も踏まえ、議論の進め方の具体的な論点・プロセス等について、国が整理し、
追って提示する等、必要な支援を行うこととしているが、再検証された具体的対応方針につい
て、各都道府県の関係者等が確認し、必要に応じて指摘等を行うことで、具体的対応方針がよ
り真に構想の実現に沿ったものとなるのではないか。

○ そのため、再検証を終えた具体的対応方針について、各都道府県単位で設置された地域医
療構想調整会議において取り上げ、より地域医療構想の実現に沿ったものとなるよう、関係者
に対して、助言・指摘等を行うこととしてはどうか。

23



具体的対応方針の再検証における「再編統合」とは

○ 地域医療構想の実現に向けては、各地域において住民に必要な医療を、質が高く効率
的な形で不足なく提供できているかどうか、という視点の議論が不可欠である。

○ また、具体的対応方針の再検証を行うにあたっては、地域医療構想調整会議の活性化
が不可欠であり、それにより、地域の実情に応じた医療提供体制の構築が一層推進され
ると考えられる。

○ これらのことから、地域の医療提供体制の現状や将来像を踏まえつつ、個々の医療機
関の医療提供内容の見直しを行う際には、
・医療の効率化の観点から、ダウンサイジングや、機能の分化・連携、集約化
・不足ない医療提供の観点から、機能転換・連携

等を念頭に検討を進めることが重要である。
（これらの選択肢が全て「再編統合」に含まれると解する。）

○ そのため、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公立・公的医療機関等」
(「再検証対象医療機関」とする。)とされた医療機関が行う具体的対応については、地
域の他の医療機関等と協議・合意の上で行う上記の選択肢全てがとりうる選択肢となる。

※ 一部の公立・公的医療機関等が、地域のその他の医療機関との連携のあり方を考慮することなく医療機関同
士を統合することにより、その他の医療機関の医療提供のあり方に不適切な影響を与えることがないよう、
将来の医療提供体制について、関係者を含めた十分な協議を行うことが重要である。

10

令和元年
9月6日

第23回 地域医療
構想に関するWG

資料２
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具体的対応方針の再検証の要請に
係る診療実績の分析方法等について

第2４回地域医療構想に関するWG

令 和 元 年 9 月 2 6 日
（２０１９年）

資料

1
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1

A)「診療実績が特に少ない場合」に係る診療実績データ分析及
びそれに基づく具体的対応方針の再検証の要請について

26



診療実績データの分析における人口規模の考慮の必要性について

○ 各医療機関が所在する構想区域の人口規模によって、診療実績が影響を受ける。

○ そのため、人口規模が近い構想区域に所在する医療機関を一つのグループとして捉え、そのなか
で診療実績の比較を行うことする。（構想区域を人口規模によって数個のグループに区分して検討
する。）

○ 人口規模の分類に当たっては、政令市（50万人以上）や中核市（20万人以上）の基準などを参考
にしつつ、人口規模ごとの診療実績のデータも加味し、

・ 人口100万人以上の構想区域
・ 人口50万人以上100万人未満の構想区域
・ 人口20万人以上50万人未満の構想区域
・ 人口10万人以上20万人未満の構想区域
・ 人口10万人未満の構想区域

の５つに分類してはどうか。

2

10万人未満 10万人以上
20万人未満

20万人以上
50万人未満

50万人以上
100万人未満

100万人
以上

構想区域
数 80 77 102 55 25 人

口

構想区域数

27



4

A 「各分析項目について、診療実績が特に少ない。」についての設定

○ 人口区分ごとに、各項目の診療実績について、一定の水準を設け、その水準に満たな
い項目について、「特に診療実績が少ない」こととする。

○ その基準については、横断的に相対的な基準を設定することとし、当該基準について
は、各項目の診療実績の分布等を踏まえ、人口区分によらず、下位33.3パーセンタイ
ル値とする。

診療実績データの分析における「特に診療実績が少ない」基準の設定について

28



6

人口区分別 領域・項目ごと/医療機関ごと
の診療実績の分布について

（その１：ヒストグラム※で表したもの）

※縦軸に度数（該当する医療機関数）
横軸に診療実績を取ったグラフ

29



医療機関数
医療機関数

医療機関数

医療機関数医療機関数
医療機関数

人口50万人以上100万人未満の構想区域における診療実績に関するヒストグラム

人口区分別の診療実績の分布②

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/年)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

8

診療実績
(件/月)
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医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

人口10万人以上20万人未満の構想区域における診療実績に関するヒストグラム

人口区分別の診療実績の分布④

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)診療実績

(件/年)
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人口10万人未満の構想区域における診療実績に関するヒストグラム

医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

人口区分別の診療実績の分布⑤

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/年)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)
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12

B)「各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療
実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互いの所在
地が近接している」に係る分析及びそれに基づく具体的対応
方針の再検証等の要請について
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14

「類似の実績」の考え方について②

〔構想区域の類型化の手順〕
①診療実績が上位50％（累積占有率50％）以内に入っている医療機関を上位グループとする。
②上位グループの中で占有率が最低位の医療機関の実績と、下位グループのうち占有率が最高位である医療機関の実績と
を比較し、上位グループと下位グループで明らかに差がある場合を「集約型」、一定の差がない場合を「横並び型」とする。

単独もしくは少数の医療機関が当該構想区
域の診療実績の大部分を担っている場合

集約型

上位グループ（累積占有率50％以内））

A B C D

集約型における「類似の実績」の基本的考え方：
① 実績上位グループに入っていない医療機関（C,D）につい
ては、 「類似の実績」と考える。
② 上位グループと下位グループで明らかな差がある。

診療実績
（件）

累積占有率50％

上位グループに
入っていない医療機関は、
「類似の実績」

上位グループの中に
下位と差がない医療機関がある場合

横並び型

A B C D E F

横並び型における「類似の実績」の基本的考え方：
① 上位グループに入っていない医療機関（D,E,F）については、 「類似の実
績」と考える。

② 上位グループに入っている医療機関であっても、入っていない医療機関
と「一定の差」がない医療機関（B,C）は「類似の実績」とする。
この場合の「一定の差」については、集約型に入っていない医療機関の
うち、最大の実績（D）の1.5倍以内であるか否かによって判断する。

上位グループ（累積占有率50％以内）

累積占有率50％

☆一定の差※

集約型に 入っていない
医療機関は、「類似の実績」

集約型に入っている医療機関であっ
ても、入っていない医療機関(D)と一
定の差がない医療機関(B,C)は「類似
の実績」

※集約型に入っていない医療機関の
内、最大の実績（D)の1.5倍
以内は、「一定の差」が無いとする
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②「お互いの所在地が近接している」の分析について

○ 各領域・分析項目について、ある医療機関から見た際に、一定の距離内に診療実績を
有する※１他の医療機関がない場合は、「近接している医療機関がない」と考えること
とする。（逆の場合を「近接する医療機関がある」とする。）

○ この際、距離の検討にあたっては、公共交通機関の状況が各構想区域で異なること
や、夜間や救急搬送の所要時間を考慮する観点から、自動車での移動時間※２を用いて
はどうか。

A
B

C D

同一構想区域

近接 遠隔

一定の距離以内に
実績を有する医療機

関がある
一定の範囲内に1つし
か実績を有する
医療機関がない

所在地が近接していることについての分析

「近接する医療機
関がある」

「近接する医療
機関がない」

※１ 「診療実績が特に少ない」医療機関の場合を除く
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○ 消防庁の発表（※１）によると、

• 救急要請から病院収容までの平均時間は約40分

• 現場出発から、病院到着までの平均時間は約12分

である。

○ 仮に、具体的対応方針の再検証の結果、最も近い病院まで20分以上の距離
がある医療機関（ア病院）の１つの機能を廃止することを決定した場合、ア
病院から20分以内の距離にある地域の一部では、当該地点で発生した患者
に対しては、対応可能な医療機関まで40分以上かけて搬送することとな
り、上記平均時間を超過する。

○ この様な状況も踏まえて、「近接」については、「自動車での移動時間が
20分以内の距離（※2） 」と定義することとする。

所在地が近接していることについての分析

※2 移動時間は、国土交通省総合交通分析システム（NITAS）の最新版（ver.2.5（2019年3月版））を用いて集計している。道路の整備状況は、
2016年3月時点の道路ネットワーク情報を使用している。計算は「道路モード」（有料道路が存在する場合は、有料道路を利用）で行い、自動車
の速度は法定速度としている。

18

※1 「平成30年版 救急救助の現況」より
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